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研究要旨

急速に少子高齢化が進む我が国において、地域医療を担う人材として、総合診療医の養成の

必要性が高まっている。そのためには、地域医療に従事する総合診療医の必要数を把握したう

えで、その医師数を養成するために、卒前教育、臨床研修、専門研修、生涯教育（再教育含む）

の各フェーズにおける切れ目のない教育プログラムの提供が求められる。

このような背景を踏まえ、我々は、１）今後の医療需要の変化を反映した地域別の総合診療

医の必要数を算出するシステムの開発、２）現在国内で実施されている総合診療医を養成する

ための研修制度の比較検討、３）卒前教育～生涯教育を通して活用できる研修目標及びマイル

ストーンの作成とその評価ツールの開発、４）能動学習を可能にする教育効果の高いオンライ

ン研修プログラムの開発と教育効果の検証を目的とする研究を行った。

総合診療医の必要数については、推計モデルに改良を加えるとともに、推計モデルのベースとな

る総合診療医の診療範囲を総合診療スコープとして概念化し、各種パラメータを投入すれば、総合

診療医の必要数を、地域別・年代別にシミュレーションできるシステムを構築した。さらに、

このアルゴリズムを応用して、地域ごとの外来需要の推計や、自らの診療が地域の総合診療医

のニーズにどの程度一致しているかを見る指標（総合診療医指数）をウェブサイト上で算出で

きるシステムの構築を行った。総合診療医を養成するための教育制度については、実施団体に

インタビューを行い、いずれの団体も課題を持ちながら、教育カリキュラムに関して模索してきたこ

と、共有や相互乗り入れについても団体の意向が得られれば前向きな方向性であることが明ら

かになった。総合診療能力の修得に関して、卒前教育から生涯教育に至るシームレスな教育を

実現するための研修目標とマイルストーンについては、有識者を研究協力者に招聘し、前年度

に作成したものをベースに、検証と洗練を主に行った。研修プログラムのオンライン化につい

ては、前年度に引き続き研修のオンライン化を進めるとともに、オンライン研修を実現するた

めのアプリケーションや、自宅で実習できる安価な模型の開発を行った。あわせて、教育効果

をモニタリングするための評価を実施した。

今後は、セッティングに合わせた複数の総合診療スコープの設定を行い、地域の実情に合わ

せた総合診療医の必要数を算出する。教育プログラムの標準化・体系化および評価ツールの開

発を行い、現行の総合診療医養成に関する研修制度の共通化・標準化に資する方策に関する検

討を行う。研修プログラムのオンライン化と教育効果の検証を進め、全国どこからでも効果的

に研修できるプログラムの開発を進める。このような取り組みを通して、我が国における総合

診療医の増加および資質向上に寄与できる知見を提供していく予定である。
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A. 研究目的

急速に少子高齢化が進む我が国において、地域

包括ケアシステムの推進が求められている。それ

を担う人材として近年、総合的な診療を行う医師

の養成の必要性が高まっており、令和元年６月の

「経済財政運営と改革の基本方針 2019」において

は、医療提供体制確保の観点から、総合診療医の

養成の促進や、総合診療専門研修を受けた専攻医

の確保数について議論を行うこととされている。 

一方で、総合診療専門医については、制度も始

まって日が浅く、人数も専攻医全体の約 3%(令和

5 年度)に過ぎない。地域で総合診療医として活躍

する医師を増やすために、その必要数を算出した

うえで、卒前教育、臨床研修、専門研修、生涯教

育（再教育含む）の各フェーズにおける切れ目の

ない教育プログラムを提供することが求められ

る。 

そのため、本研究では、以下を目的とする研究

を行った。

1） 総合診療医の必要数の算出に関する検討（分

担研究１）

今後養成すべき総合診療医の必要数を推測す

るために、医療をめぐる状況の変化や、臓器専門

医とのタスクシフティング等を考慮した将来の

総合診療医の必要数について、データに基づいて

算出するための方法やツールを開発することを

目的とした。 

2） 総合的な診療能力を修得するための教育制

度に関する研究（分担研究２）

現在、医師会や病院団体、学会などの団体が独

自に総合的な診療能力を修得するための教育制

度を提供しているが、それぞれ、目的や対象、養

成・認定のプロセスも異なる。そこで、これらの

制度に関する情報収集を行い、比較検討を行って、

今後の総合的な診療能力に関する研修プログラ

ム作成の参考資料とすることを目的とした。

3） 医学教育の各段階における総合診療能力の
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目標設定に関する研究（分担研究３） 
今後ますます増える総合診療医に対する国民

からのニーズに応えるという社会的使命を考慮

すると、総合診療能力の修得について、卒前から

臨床研修、専門研修まで一貫した目標の設定が不

可欠である。目標が明確に設定されれば個々のス

テークホルダーの強みを生かしながら方略の自

由度は許容される。同様に評価も担保することが

可能となる。そこで本研究では上記の目標につい

て医療者教育の各 Phase、また、各ステークホル

ダーにおいて統一して用いることができる目標

の設定を主たる目的とした。 

4） 総合診療医を養成する研修プログラムのオ

ンライン化および教育効果の検証(分担研究

４－６) 
これからの地域医療では、総合的・俯瞰的にプ

ライマリ・ケアの機能の改善をはかることができ、

かつ組織の運営に積極的に関与できる人材とし

ての総合診療医の養成が重要となる。さまざまな

学会・団体がそのような医師の学習を支援するプ

ログラムを導入しているものの、COVID-19の流行

により対面での研修が難しくなった。そこで、既

存の対面式の研修をオンライン化し、可能な限り

能動的学修を取り入れることによって、感染状況

に左右されずに、地域に居ながら実践力を修得で

きる教育プログラムや教材を開発した。（ノンテ

クニカルスキル研修：分担研究４、診療実践研

修：分担研究５）また、研修直後の知識の確認だ

けではなく、研修で学習した内容が、実際に学修

者の診療範囲の拡大につながっているか等のモ

ニタリングを含む教育効果の検証を行った。(分

担研究６) 

 

B. 研究方法 
1） 総合診療医の必要数の算出に関する検討（分

担研究１） 
患者調査および市区町村別性年齢階級別推

計人口などのデータを地域の医療需要の基礎

情報として、傷病分類別にみた総外来患者数に

対する総合診療医が担当する患者の比率（総合

診療スコープ）や、1 日あたり外来患者数、重

症度別にみた入院患者のうち総合診療医が担

当する患者の割合、1 日当たり訪問診療患者数

などのパラメータを投入すると総合診療医の

必要数を外来診療、入院診療、訪問診療に分け

て推計する手法を開発した。さらに、そのアル

ゴリズムを改良して、以下の機能を追加した。 
・疾病分類ごとの診療割合のセットを設定し

たときに、その他の主要パラメータの変化に伴

って必要総合医数がどのように変化するかを

自動的に産出する機能 
・任意の性年齢階級別人口と疾病分類ごとの

診療割合のセットを設定したときの外来需要

を、疾病分類別に推計する機能 
・任意の市町村別の性齢階級別推計人口（社

会保障・人口問題研究所）と疾病分類ごとの診

療割合のセットを設定したときの外来需要を

疾病分類別に推計できる機能 
さらに文献レビューを行って、医師の診療実

績が地域の総合診療に値するニーズにどの程

度一致しているかを見る指標（総合診療医指

数）の概念形成を行い、ユーザーが入力した自

身の診療実績を用いて、総合診療医指数を算出

する機能を有する、Tableau Public を用いた

ウェブサイトの構築を開始した。 
2） 総合的な診療能力を修得するための教育制

度に関する研究（分担研究２） 
2021 年度は、総合的な診療能力を修得する

ために、各種団体・学会等が実施している６つ

の制度および総合診療専門研修プログラムを

取り上げて、対象、期間、研修施設や指導医認

定基準の有無、目標、方略、評価などの項目に

ついて、比較検討を行った。2022 年度は、そ

の比較検討を踏まえ、主な制度の担当者や受講
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者にインタビューを行って、さらに詳細な情報

を集めるとともに、研修の共有化や相互乗り入

れの可能性などに関する検討を行った。

3） 医学教育の各段階における総合診療能力の

目標設定に関する研究（分担研究３）

国内外の総合診療教育に係る状況の調査確

認を行った。研修目標の設定に関しては、2021
年度に試行的に設定した研修目標およびレベ

ル別のマイルストーンについて、有識者を研究

協力者に招聘し、さらに検証と洗練を行った。 
4） 総合診療医を養成する研修プログラムのオ

ンライン化および教育効果の検証（分担研究

３－５）

全日本病院協会/日本プライマリ・ケア連合学

会の協力の下で、両者が実施している総合医育

成プログラムを対象として、2021 年度に開催さ

れたノンテクニカルスキル研修コースおよび診

療実践コースをオンライン化した。オンライン

での開催に当たっては、既存の対面での内容を

そのまま施行するのではなく、受講者が集中力

を持続させられるようにブレークアウトセッシ

ョンを取り入れたり、実演指導のハンズオンな

どを新たに追加したりするなどの工夫を行った。 
また、診療実践コースについては、オンライ

ン研修を実現するためのアプリケーションや、

自宅で実習できる安価な模型の開発も合わせて

行った。

評価方法としては、日常診療における総合診

療医の専門的な知識・スキルの修得と実践に関

する状況を重点的に測定するため、研修前/研修

後の調査だけではなく、研修期間中のプログレ

ス評価（進捗状況の評価）および研修修了後の

フォローアップ評価を行う計画とし、データの

収集を行った。

（倫理面への配慮）

本年度実施した研究内容のうち、公開されて

いる統計資料に基づく総合診療医の必要数算出

ツールの開発、教育プログラムやオンデマンド

教材の開発については、「人を対象とする生命科

学・医学系研究に関する倫理指針」において、

倫理審査委員会における審査が必要な内容は含

まれていない。教育効果の検証に関する研究に

ついては、筑波大学医の倫理委員会の承認(第
1824 号)を受けたうえで、調査対象者の文書に

よる同意を得たのち、個人情報を仮名加工する

形でデータ収集を行った。

C. 研究結果

1） 総合診療医の必要数の算出に関する検討（分

担研究１）

2021 年度までに構築したモデルを改良し、1
日あたり外来患者数、重症度別にみた入院患者

のうち総合診療医が担当する患者の割合、推計

を行う地域の属性などを設定すると、医師一人

当たり 1 日当たりの外来患者数や診療時間等の

パラメータについて自動的に感度分析を行う機

能を実装した。

また、必要総合医数推計モデル（外来患者用）

において用いられる、各疾患分類の患者におけ

る総合診療医が診療することのできる/診療す

べき患者の割合の設定に関して、文献レビュー

から得られた診療スコープの概念を用いて、新

たに総合診療スコープ（ scope of general 
practice）として概念化した。そのうえで、総合

診療スコープと１．のアプリケーションの推計

結果、ユーザーが入力した疾患分類別患者数を

用いて、総合診療医指数を算出するためのウェ

ブサイトのプロトタイプを構築した。

2） 総合的な診療能力を修得するための教育制

度に関する研究（分担研究２）

インタビューの結果より、いずれの団体も課題

を持ちながら、教育カリキュラムに関して模索

してきたことが分かった。また、共有や相互乗
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り入れについても団体の意向が得られれば前向

きな方向性がうかがえた。 
3） 医学教育の各段階における総合診療能力の

目標設定に関する研究（分担研究３） 
米国、カナダ、英国、豪州における総合診療

医、家庭医のコンピテンシー、マイルストーン

などのフォーマットに新たな修正や変更はなか

った。 
日本の総合診療医の共通のコンピテンシー

については前回作成したものを再評価し、修正

案として今回提示した。また、その評価可能な

レベル段階としてのマイルストーンについても

コンピテンシーの修正に合わせて内容を再吟味

し、レベルとしては前回と同様に医学科卒業時

から臨床研修修了時、中間地点、専門研修修了

時、それ以上の 5 段階に設定し、他診療科から

総合診療を目指す医師の評価にも対応できるよ

うなフォーマットは継続している。 

4） 総合診療医を養成する研修プログラムのオ

ンライン化および教育効果の検証(分担研究

４－６) 
診療実践コース、ノンテクニカル研修コース

とも、さらにオンライン研修プログラムの開発

を行った。開発にあたっては、対面形式との環

境の違いを十分意識して、オンラインに適した

個人ワーク、グループワーク課題の提示や、ブ

レークアウトセッションの導入、同時オンライ

ン編集できるアプリケーションの活用などの工

夫を重ねた結果、オンラインであってもかなり

interactive な研修を導入することができ、受講

者の反応もおおむね良好で、実践的な学びにつ

ながっていることが確認できた。受講者からは、

全国どこからでも、自宅や職場から参加できる

利便性を評価するコメントも多く寄せられた。

インターネット接続環境や受講者の画面操作の

不慣れなどにより、グループワークに十分参加

できないなどのオンライン特有の課題について

は、前年度に比較して減少傾向が見られた。 
オンラインに適した研修ツールの開発につい

ては、遠隔地で同時にシミュレーションに参加

できるオンラインアプリや、受講者に送付する

模型など、開発したツールを実際に用いる研修

を開始した。参加者からもインストラクターか

らも、十分な没入感があり、教育効果も非常に

高いと感じられたとの意見が多数あった一方で、

参加者とインストラクターのシステムの同期が

うまく行かない、診察場面の切り替えがうまく

行かない、一部の参加者においてブラウザ上で

のダウンロードやリロードに非常に時間がかか

った等のシステムの不具合が複数認められ、そ

の検証を行った。 
教育評価に関しては、教育効果の検証のため、

プログレス評価（進捗状況の評価）として、コ

ース開始時のベースライン調査およびコース開

始の 1 年後、2 年後及び修了時評価を行い、さ

らに、フォローアップ評価として、修了から 6
か月～1 年後に Web アンケートによる評価を実

施する計画とした。評価項目については、現場

での実践に生じた変化を効果的に測定するため

に、想定される主な対象者が、受講前の日常診

療では行っていないことが多い項目で、研修プ

ログラムを受講することによって、診療の範囲

や診療の幅を広げられることが期待される内容

にフォーカスして協議を行い、設定した。倫理

委員会の承認を得て、データ収集を開始して、

受講者の総合診療能力や実情に関する検討を行

った。 
 

D. 考察 
1） 総合診療医の必要数の算出に関する検討（分

担研究１） 
今年度は、外来診療の推計モデルに焦点を当

て、総合診療医が担当する患者の割合や、医師

一人当たりが担当する患者数などのパラメータ
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を動かしたときの必要総合医数の推定値の変化

を評価する感度分析が可能となるようアプリケ

ーションの改善を図った。これにより、医師の

適正配置に関する議論や、都道府県における医

師確保計画の策定においてより有用なデータが

提供できると考えられる。また、傷病分類ごと

の患者それぞれに対して、そのうち総合診療医

が担当することのできる患者の割合を全傷病分

類について設定したものを、文献レビューに基

づいて総合診療スコープとして概念化した。地

域医療で活躍する総合診療医が、地域集団の中

で様々な疾患について質の高い医療を継続的に

行えば、その医師の診療実績は担当する地域の

総合診療スコープに近似すると考えられる。本

年度は医師の疾患分類別の診療実績を入力する

と総合診療スコープとの一致度を総合診療医指

数として算出することができるウェブサイトの

プロトタイプを構築したが、このツールは、今

後専攻医の研修の到達度の評価や医療施設の研

修施設としての適性の評価においても有用な情

報を提示できると考えられる。 
2） 総合的な診療能力を修得するための教育制

度に関する研究（分担研究２） 
インタビューを行った団体はいずれも、教材

の共有や相互乗り入れについても団体の意向が

得られれば前向きな方向性がうかがえたことか

ら、情報共有や協議の場を設けていくことが重

要であると考えられた。 
総合的な診療能力は、医学教育のモデルコア

カリキュラム（令和 4 年度版）２）や文部科学

省のポストコロナ時代の医療人材養成拠点形成

事業３）など、卒前教育でもこれまで以上に重

視されてきており、卒後さらに生涯向上してい

くことが推奨されている。デジタル化やネット

ワーク化が進んできつつあり、今後、生涯教育

としての団体の連携、教材の共有化や相互乗り

入れも重要となってくると考えられる。 

3） 医学教育の各段階における総合診療能力の

目標設定に関する研究（分担研究３） 
国外の総合診療医の育成に関する再調査で

は、特に前年度研究の成果と異なったことはな

い。日本のシステムはステークホルダーが多く、

それぞれの職能団体がそれぞれの目標を設定し、

教育を行っているため、一貫した教育になって

いるとは言えず、まだ改善の余地が大きく残さ

れていると言わざるを得ない。 
国内の総合診療医育成に関わる各種学術組

織、団体の教育システムにおける目標設定につ

いては、専門医機構の制度のもとに徐々に一本

化されつつあるが、統一された状況とは言い難

い。今後、地域において総合診療を実践してい

る臨床家の生涯教育を支援するための統一した

目標設定とレベル評価システム、そして、教育

システムの確立が望まれる。 
卒前から臨床研修、専門研修、生涯教育にお

けるシームレスな目標尺度（マイルストーン）

に関しては、将来、尺度を関連団体で統一して、

どの施設でも、どの段階でも、同じ尺度で日本

の総合診療医が修得すべきコンピテンシーを評

価することができれば、地域で総合診療医とし

て働く医師が、国民の期待に沿う能力を有して

いることを担保できる可能性がある。今回はコ

ンピテンシーとマイルストーンを新たに加わっ

ていただいた研究協力者とともに教育的観点や

社会情勢を踏まえて見直しを行い、実臨床に合

わせた形の修正案を提案した。 
今回開発した総合診療医のコンピテンシー

とマイルストーンを活用することにより、経験

修得すべき疾患、症候、技能、ノンテクニカル

スキルなどの詳細な研修目標や、教育コンテン

ツ、評価基準等について、日本の総合診療医を育

成している各種団体が統一して使用できる項目設定

やスケールの開発が実施できる可能性が示唆され

た。 
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4） 総合診療医を養成する研修プログラムのオ

ンライン化および教育効果の検証(分担研究

４－６) 
診療実践コースのオンライン化は全てのコン

テンツにおいて実現され、参加者からの満足度も

非常に高かった。また、コースを運営していく中

でオンラインでの教育コンテンツの提供に関す

るスキルも上がり、よりスムーズな運営が可能と

なっていった。 
新たに開発したオンライン研修ツールについ

ては、実際の研修において導入する段階まで実用

化できたが、システム改善や、オンラインに適し

た研修プログラムの開発など、まだ改善の余地は

残されており、これは次年度の課題である。 
診療実践コースは、プライマリ・ケア・セッテ

ィングにおいて日常よく遭遇する疾患・病態に対

して、適切な初期対応とマネジメントができる能

力を修得することが目的であるが、オンラインで

もその目的を十分果たせるクオリティーのプロ

グラムが実施できることが示された。実際の教育

効果については他の分担研究で検証が行われて

いるが、その結果も踏まえながら、対面と遜色な

いレベル、もしくは対面以上のレベルの教育プロ

グラムを引き続き開発していく。 
 

E. 結論 
総合診療医の必要数について、将来の総合診療

医の必要数を算出する推計モデルを開発した。次

年度は、これを医療計画や総合診療医の教育と研

修に活用するための方策を提示することを想定

している。 
総合的な診療能力は、インタビューにより、制

度間の情報共有や相互乗り入れについても団体

の意向が得られれば前向きな方向性がうかがえ

たため、さらに精査を進めて、卒前教育からのシ

ームレスな教材の共有化も含めた検討を進めて

行く。 

研修目標の設定に関しては、今回作成したコン

ピテンシーとマイルストーンを研修現場で活用

できるように、より現場で具体的な業務能力を評

価するための目標、評価ツールの開発、教育コン

テンツの作成が、今回の研究における次の課題と

言える。 
研修のオンライン化については、研修内容の工

夫や、オンライン研修に特化した研修ツールの開

発により、対面研修と遜色のない教育効果の高い

オンライン研修プログラムが実施できることが

示された。その教育効果を体系的にモニタリング

してプログラムの改善に生かすとともに、上述し

た各種団体の研修プログラムでも計画的に活用

することにより、より効果的な研修が実施できる

可能性が示唆された。 
 

F. 健康危険情報 
なし 

G. 研究発表 
1. 論文発表 

なし 
2. 学会発表 

なし 
H. 知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 

1. 特許取得 
なし 

2. 実用新案登録 
なし 

3. その他 
なし 
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